
【資料6】契約書(案)

委　託　契　約　書

公立大学法人国際教養大学（以下「甲」という。）と株式会社○○○○（以下

「乙」という。）とは、国際教養大学ウェブサイトリニューアルに係る企画制作及

び移行業務について、次のとおり委託契約を締結する。

（委託）

第１条　甲は、国際教養大学ウェブサイトリニューアルに係る企画制作及び移行業

務（以下「委託業務」という。）を乙に委託し、乙はこれを受託するもの

とする。

２　　　委託業務の内容は、別記仕様書および仕様書別紙、見積書、工程表および

個人情報取扱特記事項に定めるところによる。

（契約期間）

第２条　この契約の期間は、契約日から2023年9月29日までとする。

（委託料）

第３条　委託業務に対する委託料は、次のとおりとする。

----円（うち消費税額及び地方消費税額----円）

２　　　甲は、本業務の完了を検査確認した後、乙の請求に基づき、請求書を受理

した日の翌月末日までに委託料を支払うものとする。

（契約保証金）

第４条　乙は、この契約の締結と同時に、国際教養大学契約事務規程第21条に定め

る契約保証金を甲に納めなければならない。ただし、乙が国際教養大学契

約事務規程第22条に定める条件を満たす場合は、契約保証金の納付を免除

することができる。

（委託業務の処理方法）

第５条 乙は、別記仕様書、仕様書別紙、見積書、工程表および甲が必要に応じて指

示する事項を遵守の上、委託業務を実施するものとする。

（調査等）

第６条　甲は、乙の委託業務の実施状況について随時に調査し、若しくは必要な報

告を求め、又は委託業務の実施に関して乙に必要な指示を与えることがで

きるものとする。

（権利義務の譲渡等の禁止）

第７条　乙は、この契約によって生ずる権利又は義務を第三者に譲渡し、又は承継

させてはならない。ただし、あらかじめ書面により甲の承諾を得たとき

は、この限りではない。

（再委託の禁止）

第８条　乙は、この契約について委託業務の全部又は一部を第三者に委託すること
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はできない。ただし、あらかじめ甲の承認を得たときは、この限りではな

い。

（秘密の保持）

第９条　乙は、委託業務を実施する上で知り得た秘密を第三者に漏らし、又は他の

目的に利用してはならない。

２　　　乙は、前項について事故が発生したときは、直ちに甲に報告し、その指示

に従わなければならない。

（契約内容の変更）

第10条　甲は、必要があるときには、委託業務の内容を変更することができる。こ

の場合において、委託料又は契約期間を変更する必要があるときは、甲乙

協議して書面によりこれを定めるものとする。

２　　　前項の場合において、乙に損害が生じたときは、甲は、その損害を賠償し

なければならない。この場合の賠償額は、甲乙協議して定める。

（著作権等の取扱い）

第11条　 著作権等の取扱いについては、別記仕様書に定めるところによる。

（履行延滞）

第12条　乙の責めに帰する事由により履行期限までに委託業務を完了することがで

きない場合において、甲が履行期限後に完了する見込みがあると認めたと

きは、甲は延滞金を徴収して履行期限を延長することができる。

２　　　前項の延滞金の額は、遅延日数に応じ、政府契約の支払遅延防止等に関す

る法律（昭和24年法律第256号）第８条第１項に基づき財務大臣が定める

政府契約の支払遅延に対する遅延利息の率割合で計算した額とする。

（成果品の内容に契約不適合があった場合の乙の責任）

第13条　乙がこの契約及び取引上の社会通念に照らして乙の責めに帰すべき事由に

より、この契約に定める債務の本旨に従った履行をせず、それによって成

果品の内容の全部又は一部が種類又は品質に関してこの契約の内容に適合

しないこと（以下「契約不適合」という。）が成果品の交付を受けたのち

に判明した場合、甲は、乙に対し、相当の期間を定めて履行の追完を請求

することができる。

２　　　前項の履行の追完が指定された期間内になされない場合、甲は契約不適合

の程度に応じて委託費用の減額を請求することができる。

３　　　甲は、乙に対し、契約不適合によって生じた損害の賠償を請求することが

できる。ただし、甲が本条第５項で定める通知をしなかったときは、当該

通知をしていれば生じなかったと認められる損害については、この限りで

ない。

４　　　第１項から第３項に規定する請求は、成果品交付の日から１年以内に行わ

なければならない。

５　　　甲は、成果品の交付を受けたのちに、契約不適合があることを知ったとき

は、遅滞なく、当該契約不適合の内容を通知しなければならない。

（反社会的勢力の排除）
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第14条　乙は、次の事項を確約する。

　一　　自らが、国際教養大学における反社会的勢力への対応に関する規程で定め

る反社会的勢力（以下「反社会的勢力」という。）ではないこと。

　二　　自らの役員が反社会的勢力ではないこと。

　三　　反社会的勢力に自己の名義を利用させ、この契約を締結するものでないこ

と。

　四　　反社会的勢力に対して資金等を提供し、又は便宜を供与するなどの関与を

しいないこと。

　五　　反社会的勢力と社会的に非難されるべき関係を有しないこと。

　六　　この契約に関して、自らまたは第三者を利用して次の行為をしないこと。

ア　甲に対する脅迫的な言動又は暴力を用いる行為。

イ　偽計又は威力を用いて甲の業務を妨害し、又は信用を毀損する行為。

（契約の解除）

第15条　甲は、乙が次の各号のいずれかに該当するときは、この契約を解除し委託

料を交付せず、又は交付した委託料の一部若しくは全部を返還させること

ができる。

一　　乙の責めに帰すべき事由により契約期間内又は契約期間経過後相当の期間

内に委託業務を完了することができないと認めたとき。

二　　乙の責めに帰すべき事由によりこの契約に違反したとき。

三　　第３項に規定する理由によらないで、契約解除の申し出をしたとき。

　四　　別記仕様書に定める各条件に反したとき。

２　　　甲は、前項各号に掲げる場合のほか、必要があるときは、この契約を解除

することができる。この場合においては、甲は、この契約を解除しようと

する日の30日前までに、乙に通知しなければならない。

３　　　乙は、甲の責めに帰すべき事由により、この契約を履行することができな

いと認められるときは、この契約を解除することができる。

４　　　第１項又は第２項の規定によりこの契約を解除した場合において、甲は、

必要があるときは、委託業務の既済部分の引渡しを乙に請求できるものと

する。この場合において、甲は、その既済部分に相応する委託金額を乙に

支払うものとし、その支払額は、甲乙協議して定める。

（損害賠償）

第16条　乙は、前条第１項の規定により、この契約が解除されたときは、委託料の

10分の１に相当する額の賠償金を甲の指定する期限まで支払わなければな

らない。

２　　　前条第２項又は第３項の規定により、この契約を解除した場合において、

乙に損害があるときは、甲は、その損害を賠償しなければならない。

３　　　乙は、その責めに帰すべき事由により委託業務の実施に関し甲に損害を与

えたときは、その損害を賠償しなければならない。

４　　　前項の規定による賠償額は、甲乙協議して決定するものとする。

５　　　乙は、委託業務の実施に関し第三者に損害を与えたときは、乙の負担にお

いてその賠償をするものとする。ただし、その損害の発生が甲の責めに帰

すべき事由による場合においては、甲の負担とする。

（契約の費用）
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第17条　この契約の締結に要する費用は、乙の負担とする。

（個人情報の保護）

第18条　乙は、委託業務を実施するための個人情報の取扱いについては、別記個人

情報取扱特記事項を遵守しなければならない。

（協議）

第19条　この契約に定めのない事項又はこの契約に関して生じた疑義については、

甲乙協議して決定するものとする。

（信義誠実の原則）

第20条　甲及び乙は、信義に従い、誠実にこの契約を履行しなければならない。

（合意管轄）

第21条　甲及び乙は、本契約に関して紛争が生じた場合には、甲の所在地を管轄す

る裁判所を第一審の専属的合意管轄裁判所とすることに合意する。

この契約を締結するため、この契約書を２通作成し、甲乙両者記名押印の上、

各自その１通を保有する。

2023年　　月　　日

（委託者）甲 秋田市雄和椿川字奥椿岱193-２

公立大学法人国際教養大学

理事長　モンテ・カセム

（受託者）乙 　　　　　　　　　　　　　　
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個人情報取扱特記事項

（基本的事項）

第１　　乙は、個人情報の保護の重要性を認識し、この契約の業務の実施に当たっては個

人の権利利益を侵害することのないよう、個人情報の取扱いを適正に行わなけ

ればならない。

（秘密の保持）

第２　　乙は、この契約による業務に関して知り得た個人情報をみだりに他に漏らしては

ならない。この契約による業務が終了し、又はこの契約が解除された後におい

ても、同様とする。

（収集の制限）

第３　　乙は、この契約による業務を行うために個人情報を収集するときは、業務を達成

するために必要な範囲内で、適法かつ公正な手段により行わなければならな

い。

（適正管理）

第４　　乙は、この契約による業務に関して知り得た個人情報の漏えい、滅失及びき損の

防止その他の個人情報の適切な管理のために必要な措置を講ずるよう努めなけ

ればならない。

（目的外利用及び提供の禁止）

第５　　乙は、甲の指示又は承認がある場合を除き、この契約による業務に関して知り得

た個人情報を契約の目的以外の目的に利用し、又は第三者に提供してはならな

い。

（複写又は複製の禁止）

第６　　乙は、甲の承認がある場合を除き、この契約の業務を処理するために甲から引き

渡された個人情報が記録された資料等を複写し、複製し、又はこれらに類する

行為をしてはならない。

（再委託の禁止）

第７　　乙は、この契約による業務を行うための個人情報の処理は、自ら行うものとし、

甲の承認がある場合を除き、第三者にその取扱いを委託し、又はこれに類する

行為をしてはならない。

（資料等の返還等）

第８　　乙は、この契約を処理するために甲から引き渡され、又は乙自らが収集し、若し

くは作成した個人情報が記録された資料等を、業務完了後直ちに甲に返還し、

又は引き渡すものとする。ただし、甲が別に指示したときは、その指示に従う

ものとする。

（従事者への周知）

第９　　乙は、この契約に関する事務に従事している者に対して、在職中及び退職後にお

いてもその業務に関して知り得た個人情報をみだりに漏らしてはならないこと

又は不当な目的に使用してはならないことその他の個人情報の保護に関し必要

な事項を周知するものとする。
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（実地調査）

第10　　甲は、必要があると認めたときは、乙がこの契約による業務の執行に当たり取り

扱っている個人情報の状況について、随時に調査することができる。

（事故発生時における報告）

第11　 乙は、この特記事項に違反する事態が生じ、又は生ずるおそれがあることを知っ

たときは、速やかに甲に報告し、甲の指示に従うものとする。
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